
  (健Ⅱ171) 

令和元年12月5日 

       

 

 

都道府県医師会担当理事  殿 

 

日 本 医 師 会                     

常任理事 羽鳥 裕 

                            

 

 

 

健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する基本法

の施行について（施行通知） 

 

 

今般、「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する

基本法の施行期日を定める政令」が公布され、循環器病対策推進基本法が本年12月1日から施

行されることから、厚生労働省より都道府県知事宛別添の通知がなされました。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただき、管下郡市区医師会及

び関係医療機関等への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 
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                              健発１１０１第１号 

令和元年１１月１日 

 

 

 都道府県知事 殿 

 

 

                          厚生労働省健康局長 

                                             （公 印 省 略）        

 

 

健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に

関する基本法の施行について(施行通知) 

 

 

 現在、我が国の死因は、心疾患が第２位、脳血管疾患が第３位と上位を占めて

おり、両疾患を合わせて年間約31万人以上が亡くなっている。また、国民が介護

を要する状態となった原因についても、両疾患を合わせた割合が全体の20％を

超えている。さらに、我が国における医科診療医療費を傷病分類別に見ると、循

環器系の疾患が占める割合は、全体の約20％となっている。このように、心疾患

や脳血管疾患等の循環器病は、生活習慣の改善等により一定の予防が可能な疾

病にもかかわらず、国民の生命と健康にとって重大な問題となっている。 

このような状況に鑑み、総合的な循環器病対策を推進するため、平成30年12月

10日に「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る

対策に関する基本法（以下「法」という。）」が、議員立法により成立、同年12

月14日に法律第105号として公布されたところである。 

法の施行日については、法附則第１条において、「公布の日から起算して一年

を超えない範囲内において政令で定める日」と定められており、令和元年10月30

日に「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対

策に関する基本法の施行期日を定める政令」（令和元年政令第140号）が公布さ

れ、同年12月１日から施行されることとなったところである。 

ついては、法制定の趣旨及び主な内容は下記のとおりであるので、循環器病対

策の一層の推進に向け、十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。）、関係

団体及び関係機関等への周知徹底をお願いする。 
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記 

 

第１ 法の趣旨 

今回の脳卒中、心臓病その他の循環器病（以下「循環器病」という。）が国

民の疾病による死亡の原因及び国民が介護を要する状態となる原因の主要な

ものとなっている等循環器病が国民の生命及び健康にとって重大な問題とな

っている現状に鑑み、循環器病の予防に取り組むこと等により国民の健康寿

命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間をいう。）

の延伸等を図り、あわせて医療及び介護に係る負担の軽減に資するため、循

環器病に係る対策（以下「循環器病対策」という。）に関し、基本理念を定

め、国、地方公共団体、医療保険者、国民及び保健、医療又は福祉の業務に

従事する者の責務を明らかにし、並びに循環器病対策の推進に関する計画の

策定について定めるとともに、循環器病対策の基本となる事項について定め

たものであること。 

 

第２ 法の主な内容 

１ 総論的な事項 

（１）目的（法第１条関係） 

この法律は、循環器病対策を総合的かつ計画的に推進することを目的

とすること。 

 

（２）基本理念（法第２条関係） 

循環器病対策は、次に掲げる事項を基本理念として行わなければなら

ないこと。 

ア 喫煙、食生活、運動その他の生活習慣の改善等による循環器病の予

防及び循環器病を発症した疑いがある場合における迅速かつ適切な対

応の重要性に関する国民の理解と関心を深めるようにすること。 

イ 循環器病を発症した疑いがある者の搬送及び医療機関による受入れ

の迅速かつ適切な実施、循環器病患者に対する良質かつ適切なリハビ

リテーションを含む医療（以下「医療」という。）の迅速な提供、循

環器病患者及び循環器病の後遺症を有する者に対する福祉サービスの

提供その他の循環器病患者等に対する保健、医療及び福祉に係るサー

ビスの提供が、その居住する地域にかかわらず等しく、継続的かつ総

合的に行われるようにすること。 

ウ 循環器病に関する専門的、学際的又は総合的な研究が企業及び大学

その他の研究機関の連携が図られつつ行われるようにその推進を図る

とともに、循環器病に係る予防、診断、治療、リハビリテーション等

に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、及びその成果に関

する情報を提供し、あわせて、企業等においてその成果を活用して商
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品又はサービスが開発され、及び提供されるようにすること。 

 

（３）国の責務（法第３条関係） 

国は、第２の１の（２）の基本理念（以下「基本理念」という。）に

基づき、循環器病対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する

こと。 

 

（４）地方公共団体の責務（法第４条関係） 

地方公共団体は、基本理念に基づき、循環器病対策に関し、国との

連携を図りつつ、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施す

る責務を有すること。 

 

（５）医療保険者の責務（法第５条関係） 

医療保険者（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第

80 号）第７条第２項に規定する保険者及び同法第 48 条に規定する後期

高齢者医療広域連合をいう。）は、国及び地方公共団体が講ずる循環器

病の予防等に関する啓発及び知識の普及等の施策に協力するよう努め

なければならないこと。 

 

（６）国民の責務（法第６条関係） 

国民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣及び生活環境、肥満

その他の健康状態並びに高血圧症、脂質異常症、糖尿病、心房細動そ

の他の疾病が循環器病の発症に及ぼす影響等循環器病に関する正しい

知識を持ち、日常生活において循環器病の予防に積極的に取り組むよ

う努めるとともに、自己又はその家族等が循環器病を発症した疑いが

ある場合においては、できる限り迅速かつ適切に対応するよう努めな

ければならないこと。 

 

（７）保健、医療又は福祉の業務に従事する者の責務（法第７条関係） 

保健、医療又は福祉の業務に従事する者は、国及び地方公共団体が

講ずる循環器病対策に協力し、循環器病の予防等に寄与するよう努め

るとともに、循環器病患者等に対し良質かつ適切な保健、医療又は福

祉に係るサービスを提供するよう努めなければならないこと。 

 

（８）法制上の措置等（法第８条関係） 

政府は、循環器病対策を実施するため必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならないこと。 

 

２ 循環器病対策推進基本計画等に関する事項 
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（１）循環器病対策推進基本計画の策定等（法第９条関係） 

ア 政府は、循環器病対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、循環

器病対策の推進に関する基本的な計画（以下「循環器病対策推進基本

計画」という。）を策定しなければならないこと。 

イ 循環器病対策推進基本計画に定める施策については、原則として、

当該施策の具体的な目標及びその達成の時期を定めるものとするこ

と。 

ウ 厚生労働大臣は、循環器病対策推進基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならないこと。 

エ 厚生労働大臣は、循環器病対策推進基本計画の案を作成しようとす

るときは、あらかじめ、総務大臣その他の関係行政機関の長に協議す

るとともに、循環器病対策推進協議会の意見を聴くものとすること。 

オ 政府は、循環器病対策推進基本計画を策定したときは、遅滞なく、

これを国会に報告するとともに、インターネットの利用その他適切な

方法により公表しなければならないこと。 

カ 政府は、適時に、イにより定める目標の達成状況を調査し、その結

果をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければな

らないこと。 

キ 政府は、循環器病の予防並びに循環器病患者等に対する保健、医療

及び福祉に係るサービスの提供に関する状況の変化、循環器病に関す

る研究の進展等を勘案し、並びに循環器病対策の効果に関する評価を

踏まえ、少なくとも６年ごとに、循環器病対策推進基本計画に検討を

加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならない

こと。 

 

（２）関係行政機関への要請（法第 10 条関係） 

厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、総務大臣その他の関係

行政機関の長に対して、循環器病対策推進基本計画の策定のための資料

の提出又は循環器病対策推進基本計画において定められた施策であって

当該行政機関の所管に係るものの実施について、必要な要請をすること

ができること。 

 

（３）都道府県循環器病対策推進計画（法第 11 条関係）       

ア 都道府県は、循環器病対策推進基本計画を基本とするとともに、当

該都道府県における循環器病の予防並びに循環器病患者等に対する保

健、医療及び福祉に係るサービスの提供に関する状況、循環器病に関

する研究の進展等を踏まえ、当該都道府県における循環器病対策の推

進に関する計画（以下「都道府県循環器病対策推進計画」という。）

を策定しなければならないこと。 
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イ 都道府県は、都道府県循環器病対策推進計画を策定しようとすると

きは、あらかじめ、循環器病対策に関係する者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講ずるよう努めるとともに、第２の４の（２）のア

により都道府県循環器病対策推進協議会が置かれている場合にあって

は、当該都道府県循環器病対策推進協議会の意見を聴かなければなら

ないこと。 

ウ 都道府県循環器病対策推進計画は、医療法（昭和 23 年法律第 205

号）第 30 条の４第１項に規定する医療計画、健康増進法（平成 14 年

法律第 103 号）第８条第１項に規定する都道府県健康増進計画、介護

保険法（平成９年法律第 123 号）第 118 条第１項に規定する都道府県

介護保険事業支援計画、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 35 条の

５第１項に規定する実施基準その他の法令の規定による計画等であっ

て保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたも

のでなければならないこと。 

エ 都道府県は、当該都道府県における循環器病の予防並びに循環器病

患者等に対する保健、医療及び福祉に係るサービスの提供に関する状

況の変化、循環器病に関する研究の進展等を勘案し、並びに当該都道

府県における循環器病対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも

６年ごとに、都道府県循環器病対策推進計画に検討を加え、必要があ

ると認めるときには、これを変更するよう努めなければならないこ

と。 

 

３ 基本的施策に関する事項 

（１）循環器病の予防等の推進（法第 12 条関係） 

 国及び地方公共団体は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣及び生

活環境、肥満その他の健康状態並びに高血圧症、脂質異常症、糖尿病、

心房細動その他の疾病が循環器病の発症に及ぼす影響並びに循環器病を

発症した疑いがある場合の対応方法に関する啓発及び知識の普及、禁煙

及び受動喫煙の防止に関する取組の推進その他の循環器病の予防等の推

進のために必要な施策を講ずるものとすること。 

 

（２）循環器病を発症した疑いがある者の搬送及び受入れの実施に係る体制

の整備等（法第 13 条関係） 

ア 国及び地方公共団体は、循環器病を発症した疑いがある者の搬送及

び医療機関による受入れの迅速かつ適切な実施を図るため、当該者の

搬送及び受入れの実施に係る体制を整備するために必要な施策を講ず

るものとすること。 

イ 国及び地方公共団体は、救急救命士及び救急隊員が、傷病者の搬送

に当たって、当該傷病者について循環器病を発症した疑いがあるかど
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うかを判断し、適切な処置を行うことができるよう、救急救命士及び

救急隊員に対する研修の機会の確保その他の必要な施策を講ずるもの

とすること。 

 

（３）医療機関の整備等（法第 14 条関係） 

ア 国及び地方公共団体は、循環器病患者がその居住する地域にかかわら

ず等しくその状態に応じた良質かつ適切な医療を受けることができるよ

う、専門的な循環器病に係る医療の提供等を行う医療機関の整備を図る

ために必要な施策を講ずるものとすること。 

イ 国及び地方公共団体は、循環器病患者及び循環器病患者であった者に

対し良質かつ適切な医療が提供され、並びにこれらの者の循環器病の再

発の防止が図られるよう、国立研究開発法人国立循環器病研究センタ

ー、アの医療機関その他の医療機関等の間における連携協力体制の整備

を図るために必要な施策を講ずるものとすること。 

 

（４）循環器病患者等の生活の質の維持向上（法第 15 条関係） 

国及び地方公共団体は、循環器病患者及び循環器病の後遺症を有する者

の福祉の増進を図るため、これらの者の社会的活動への参加の促進その他

の生活の質の維持向上のために必要な施策を講ずるものとすること。 

 

（５）保健、医療及び福祉に係る関係機関の連携協力体制の整備（法第 16 条

関係） 

国及び地方公共団体は、循環器病を発症した疑いがある者の搬送及び医

療機関による受入れの迅速かつ適切な実施、循環器病患者に対する良質か

つ適切な医療の迅速な提供、循環器病患者及び循環器病の後遺症を有する

者に対する福祉サービスの提供その他の循環器病患者等に対する保健、医

療及び福祉に係るサービスの提供が、その居住する地域にかかわらず等し

く、継続的かつ総合的に行われるよう、消防機関、医療機関その他の関係

機関の間における連携協力体制の整備を図るために必要な施策を講ずるも

のとすること。 

 

（６）保健、医療又は福祉の業務に従事する者の育成等（法第 17 条関係） 

国及び地方公共団体は、循環器病に係る保健、医療又は福祉の業務に従

事する者に対する研修の機会の確保その他のこれらの者の育成及び資質の

向上のために必要な施策を講ずるものとすること。 

 

（７）情報の収集提供体制の整備等（法第 18 条関係） 

ア 国及び地方公共団体は、循環器病に係る保健、医療及び福祉に関する

情報（イの症例に係る情報を除く。）の収集及び提供を行う体制を整備
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するために必要な施策を講ずるとともに、循環器病患者及び循環器病患

者であった者並びにこれらの者の家族その他の関係者に対する相談支援

等を推進するために必要な施策を講ずるものとすること。 

イ 国及び地方公共団体は、循環器病に係る予防、診断、治療、リハビリ

テーション等に関する方法の開発及び医療機関等におけるその成果の活

用に資するため、国立研究開発法人国立循環器病研究センター及び循環

器病に係る医学医術に関する学術団体の協力を得て、全国の循環器病に

関する症例に係る情報の収集及び提供を行う体制を整備するために必要

な施策を講ずるよう努めるものとすること。 

 

（８）研究の促進等（法第 19 条関係） 

ア 国及び地方公共団体は、革新的な循環器病に係る予防、診断、治療、

リハビリテーション等に関する方法及び循環器病に係る医療のための医

薬品等（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律（昭和 35 年法律第 145 号。以下「医薬品医療機器等法」とい

う。）第２条第１項に規定する医薬品、同条第４項に規定する医療機器

及び同条第９項に規定する再生医療等製品をいう。以下同じ。）の開発

その他の循環器病の発症率及び循環器病による死亡率の低下等に資する

事項についての企業及び大学その他の研究機関による共同研究その他の

研究が促進され、並びにその成果が活用されるよう必要な施策を講ずる

ものとすること。 

イ 国及び地方公共団体は、循環器病に係る医療を行う上で特に必要性が

高い医薬品等の早期の医薬品医療機器等法の規定による製造販売の承認

に資するようその治験が迅速かつ確実に行われ、及び標準的な循環器病

の治療方法の開発に係る臨床研究が円滑に行われる環境の整備のために

必要な施策を講ずるものとすること。 

 

４ 循環器病対策推進協議会等に関する事項 

（１）循環器病対策推進協議会（法第 20 条関係） 

ア 厚生労働省に、循環器病対策推進基本計画の案に関する事項を処理す

るため、循環器病対策推進協議会（以下「協議会」という。）を置くこ

と。 

イ 協議会は、委員 20 人以内で組織すること。 

ウ 協議会の委員は、循環器病患者及び循環器病患者であった者並びにこ

れらの者の家族又は遺族を代表する者、救急業務に従事する者、循環器

病に係る保健、医療又は福祉の業務に従事する者並びに学識経験のある

者のうちから、厚生労働大臣が任命すること。 

エ 協議会の委員は、非常勤とすること。 
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（２）都道府県循環器病対策推進協議会（法第 21 条関係） 

ア 都道府県は、都道府県循環器病対策推進計画の案に関する事項を処理

するため、都道府県循環器病対策推進協議会（以下「都道府県協議会」

という。）を置くよう努めなければならないこと。 

イ 都道府県協議会は、循環器病患者及び循環器病患者であった者並びに

これらの者の家族又は遺族を代表する者、救急業務に従事する者、循環

器病に係る保健、医療又は福祉の業務に従事する者、学識経験のある者

その他の都道府県が必要と認める者をもって構成すること。 

 

５ 施行期日等について 

（１）施行期日（法附則第１条関係） 

この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令

で定める日から施行すること。 

健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る

対策に関する基本法の施行期日を定める政令において、施行期日は、令和

元年 12 月１日とすること。 

 

（２）検討（法附則第２条及び第３条関係） 

ア 政府は、肺塞栓症、感染性心内膜炎、末期腎不全その他の通常の循環

器病対策では予防することができない循環器病等に係る研究を推進する

とともに、その対策について検討を加え、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるほか、歯科疾患と循環器病の発症との関係に係る研究を推進

するものとすること。 

イ 政府は、アのほか、糖尿病に起因して人工透析を受けている者等で下

肢末梢(しよう)動脈疾患を有するものが適切な診断及び治療を受けられ

なければその予後に著しい悪影響を及ぼすことが多いことに鑑み、糖尿

病に起因して人工透析を受けている者等及びこれらの者の家族に対する

下肢末梢動脈疾患の重症化の予防に関する知識の普及、人工透析を実施

する医療機関と専門的な下肢末梢動脈疾患に係る医療の提供を行う医療

機関の間における連携協力体制の整備、人工透析を実施する医療機関に

おいて医療の業務に従事する者の下肢末梢動脈疾患の重症度の評価等に

関する知識の習得の促進等について検討を加え、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとすること。 

ウ 政府は、てんかん、失語症等の脳卒中の後遺症を有する者が適切な診

断及び治療を受けること並びにその社会参加の機会が確保されることが

重要であること等に鑑み、脳卒中の後遺症に関する啓発及び知識の普

及、脳卒中の後遺症に係る医療の提供を行う医療機関の整備及び当該医

療機関その他の医療機関等の間における連携協力体制の整備、脳卒中の

後遺症を有する者が社会生活を円滑に営むために必要な支援体制の整備



9 
 

等について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

すること。 

 

（３）その他 

その他所要の規定の整備を行うこと。 


